
⮚ 入力シートの記載内容は、様式第1などに反映されます。入力漏れやミスがないように注意してください。

⮚ 入力漏れやミスがある場合、入力欄の右にエラーメッセージが表示されます。エラーメッセージが残っていると様式第１などにデータが

   反映されないので必ずエラーメッセージがない状態で提出してください。

⮚ このファイルは交付申請から実績報告まで使用します。振興センターの指示なき限りは、記載内容は変更しないでください。

→

１．申請者（補助対象ＬＰガス設備の購入者）

２．共同申請者（補助対象ＬＰガス設備のリースを受ける等により対象となる設置施設を運用・維持・管理する者）

～ 入力にあたっての注意とお願い ～

電話番号 03-1234-5678

999999999999

ハイフンを含む8桁

abc@abc.co.jp

氏名（カナ）

メールアドレス

ハイフンを含む12桁

田中二郎

災害バルク　令和5年度補助金

となります。

→ 実績報告書（様式第12）提出

様式第6

実績報告日

計画変更等承認申請日

申請日

提出様式

申請書（様式第1）提出 交付決定通知書受理 → 計画変更等承認申請書/届出書（様式第6/様式第7）提出 

目次へ

計画変更等届出日様式第7

野倉　史章理事長

事業年度 令和5年度

● 申請基本情報

法人名（カナ）

法人法人または個人

申請者

代表者役職 代表取締役

代表者氏名

申請者(共同申請者)が個人の場合は記載不要です。

履歴事項全部証明書を参照し、12桁の会社法人等番号を記載すると13桁の法人番号が自動

表示されます。

事業者

振興リース株式会社

シンコウリースカブシキガイシャ

会社法人等番号（12桁）

事業者の属性

法人名

7000123456789法人番号（13桁）

０．「申請に際しての確認事項」の確認項目を理解して申請する

000123456789

パートナーシップ構築宣言をしている

理事長

事業年度と様式提出日

● 提出様式

様式第1

理事長

理事長

様式第1

様式第12

令和5年5月31日

いいえ

賃金引上げを表明している いいえ

会社法人等番号（12桁）

理事長

共同申請者

代表者役職

法人名（カナ）

105-0003

9999999999999

法人名

シャカイフクシホウジンシンコウセンター

伊藤三郎

事業者

実務担当者 なし

タナカジロウ

氏名

所属部署

はい

住所（都道府県）

共同申請者がある

佐藤一郎

東京都

港区西新橋３丁目５番２号　西新橋第一法規ビル

ハイフンを含む8桁105-0003

住所（市区町村以下）

住所（〒番号）

※振興センターからの通知書類等は「実務担当者」へ送付します。

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。

住所（〒番号）

代表者氏名

申請者(共同申請者)が個人の場合は記載不要です。

履歴事項全部証明書を参照し、12桁の会社法人等番号を記載すると13桁の法人番号が自動

表示されます。法人番号（13桁）

社会福祉法人振興センター

申請する年度を選択してください。

申請日を記載すると

自動的に提出様式が表記されます。

左記の日付のときの振興センターの

理事長名を記載してください。

確認シートの回答が申請要件に満たない場合には、「申請出来ません」と表示されます。

法人名は、履歴事項全部証明書と同じ表記を記載してください。

法人名(カナ)は、全角カタカナで記載してください。

代表者役職が選択肢にない場合は直接入力してください。

住所(都道府県以下)は、履歴事項全部証明書と同じ表記を記載してください。

共同申請者がある場合には、「はい」を選択してください。

「はい」を選択した場合は別途提出書類があります。

実務担当者には、振興センターから書類の指摘や審査結果等を直接連

絡しますので、メールアドレスや電話番号は間違いないように記入してくださ

い。また、メールアドレスは個人用を避け、なるべく部署共通アドレスなどをご

記入ください。

共同申請者がいる場合も、申請者欄と同様に記載してください。
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３．履行補助者（手続きを補助する者がいる場合のみ記載する）

４．補助対象ＬＰガス設備の設置先

1)

2)

５．補助対象LPガス設備の設置先の概要

人 施設の職員＋入院・入所者＋外部受入の合計人数を記載してください。

人

㎡ 避難所として使用する場所の図面と整合させてください。

㎡

老人ホーム

200

施設の種別 業務方法書第４条第２項第３号記載施設

LPガス販売事業者

施設の種類

福祉避難所である

入所施設である

「③に係わる施設」の場合

業務細則第6条第3項の対象となる施設

であり、尚且つ、一時避難所として地方公

共団体の認知を受けている。

1)

2) 過去に本補助金を利用した既存の一時

避難所から半径2km以上離れている。

未定 いいえ

はい

はい

「①に係る施設」の場合

電話番号

全数 100

設置先施設の確認事項

運用管理責任者

その他の場合の具体的な施設

屋内

設置先の収容人数

屋外

①に係わる施設

0

設置先の収容面積

氏名

スズキシロウ

def@def.co.jpメールアドレス

履行補助者

ハイフンを含む12桁電話番号

氏名（カナ）

※記入する実務担当者は、当申請に関わる権限を持ち、内容等を説明できる方として下さい。

03-2345-6789

法人名

ハイフンを含む12桁03-3456-7890

名称（カナ）

設置先

東京都

住所（市区町村以下）

未定

ghi@ghi.co.jp

タカハシゴロウ氏名（カナ）

090-4567-8900

港区芝公園３－３－３

jkl@jkl.co.m

新築

渡辺六男

シンコウホームニジノサト

ハイフンを含む13桁

名称

携帯電話番号

所属部署

ＬＰガス株式会社

東京都

賃金引上げを表明している いいえ

住所（市区町村以下）

住所（都道府県）

施設部所属部署

鈴木四郎

エルピーガス株式会社

氏名

電話番号

1) 業務細則第6条第３項の対象となる施設

である

「②に係る施設」の場合

ハイフンを含む8桁

氏名

メールアドレス

施設部 【設置先が新築の場合の注意事項】

事業完了日（遅くとも事業完了期限日）までに補助事業だけでなく、

対象となる建物が竣工できる状態であることが前提となります。

万一、建築工事が遅延する場合には、振興センターに直ちに連絡し、

計画変更手続きについて協議してください。

新築または既築

所属部署

ハイフンを含む12桁

住所（都道府県）

パートナーシップ構築宣言をしている

振興ホーム虹の郷

住所（〒番号） 105-0011

事業者

●申請内容（今回の申請内容を記載して下さい。）

0

LPガス販売事業者名 都道府県 官公需適格組合ですか？

港区西新橋１丁目２番３号

外部からの受入人数

取付予定のバルクの備蓄日数 3.31

03-9876-5432

建物の竣工日 令和5年10月31日

施設

実務担当者

担当者

メールアドレス

高橋五郎

いいえ

書類の不備や指摘事項を連絡しますので、メールアドレスや電話

番号は、間違いないように記載してください。

名称の欄は、設置先の正式名称を記載してください。

名称(カナ)は、必ずカタカナで記載してください。

新築案件で、正式名称が決まってない場合には（仮称）と付けてください。

正式名称が決まった後に速やかに（様式第7）計画変更等届出書を提出してください。

運用管理責任者には、補助金支払い後に当センターからメール若しくは

電話で直接連絡することがあります。

メールアドレスや電話番号は、間違いないように記載してください。

新築の場合には、注意事項をご理解のうえ建物の竣工日を記載ください。

網掛けされてない部分の確認事項にご回答ください。

回答がない場合には申請を受け付け出来ませんのでご注意ください。

福祉避難所で「はい」と回答した場合は、協定書等を添付してください。

設置先へのLPガス販売事業者名を記載ください。

販売事業者が決まってない場合は「未定」と記載し、都道府県もプルダウンから「未定」を選択してください。

設置先へのLPガス販売事業者が「官公需適格組合」である場合はプルダウンから「はい」を、そ

うでない場合は「いいえ」を選択してください。

LPガス販売事業者が未定の場合も「いいえ」を選択してください。

備蓄日数は、(別紙9)燃料消費量計算書から転記されますので、ここでの記載は不要です。
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６．補助対象ＬＰガス設備の明細

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

７．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額

（２）

主要株主３者及び持株比率

中小企業に該当する事業者の主要株主（３者）

%

%

%

過去３年度の平均課税所得額申告

直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額

円 円

円

円

①
円 円

②
円 円

円 円 円

規格

1

1

1

1

21,000,000

20馬力

15

2/3 26,000,000

指名競争入札による見積

一般競争入札による見積

設計見積（申請者が地方公共団体の場合に限る）

株式会社バルク工事

ボイラー

株主の名称

1

年度の課税所得額

25,000,000

申請時の事業費

設置工事費

令和1

補助事業に要する経費

合計

補助対象経費

（税抜）

上記平均額は15億円を超えていません。

1

中村八郎

年度の課税所得額

持株比率

山本七之助 30

「①に係る施設」であり、且つ、業務方法書第3条第3号の規定する中小企業

業務方法書第３条第２号

「中小企業者」とは、中小企業基本法第２条第１項の規定を準用する。ただし、次のいずれかに該当する者は除く。

①資本金又は出資金が５億円以上の法人に直接又は間接に100％の株式を保有される中小・小規模事業者

②交付申請時において、確定している直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える中・小規模事業者

○

はい

1

補助率

令和2

小林九太郎 10

令和3 ---->過去３年度の平均額

年度の課税所得額

250,000,000

300,000,000

250,000,000200,000,000

決定(落札)事業者

0

980㎏

50kw

三相45/54kVA

シリンダー容器（購入）

数量No. 供給設備 メーカー

消費設備等No.

1

シリンダー容器（非購入） 5

規格

ヤンマーES㈱

1

メーカー

20馬力

1

（税抜）

18,000,000

項目

設備費 20,000,000

補助金交付申請額

（税抜）

39,000,00045,000,000

0.5kw

20号

○kw

設計見積を選択した場合の注意事項は、必ず「Q＆A ▶入札案件」をご参照のうえ作成

してください。随意契約による見積（理由書別添）

1

1

ファンヒーター

投光器

炊飯器

ガスストーブ

給湯器

コンロ

見積の種類

炊き出しセット

簡易ガススタンド

ポータブル発電機

GHP【室外機】

GHP【室内機】

コジェネレーション

10

1バルク容器 ITO㈱

設置型発電機

1

3

蒸発器【ベーパー】

デンヨー

900VA

数量

備蓄在庫の保有にシリンダー容器を使う場合（バルク容器との併用も含む）は、シリンダー容器（購入）または（非購入）

を選択し数量欄に本数を記載してください。規格の欄は何れもブランクのままで構いません。

夫々の欄から見積書記載内容と合致するものをプルダウンから選択してください。

メーカーや規格のプルダウンに合致するものが表示されない場合には、直接記載してください。

設置型発電機、GHP(室外機)、はプルダウンでメーカーを選択してください

それ以外の消費機器はメーカー名の記載は不要です。

設置型発電機・GHP(室外機)は、プルダウンから規格を

選択してください。

蒸発器・給湯器・ボイラー・ポータブル発電機・コジェネレー

ション・投光器は、能力（kwや馬力等）を直接記載して

ください

GHP(室内機)・炊飯器・コンロ・炊き出しセット・ファンヒー

ター・ガスストーブは規格欄の記載は不要です。

補助対象の消費設備は、全てプルダウンに表示されています

消費設備は、プルダウンから選択してください。

添付頂く見積書・設計見積書の様式は、任意です。

但し、次の事項が明確に判別できる内容となるようにしてご提出ください。

①設置する機器毎の設備費と工事費

②補助対象経費と補助対象外経費

③一式50万円以上の経費は、その内訳（単価・数量）

④値引きがある場合には、その費目が値引きされているか

見積もりの取得方法を選択し、決定業者を記載してください。

設計見積の場合で、決定事業者が未定の場合には「未定」と記載してください。

設計見積の場合には、事業者決定後速やかに（様式第7）計画変更等届出書をご提出ください。

この欄で「はい」を選択する場合には、

①主要株主３者及び持ち株比率

②過去３年度の平均課税所得額

を記載してください。

また、夫々を確認出来る書面の写しをご提出ください。



８．補助事業の完了日

注)

補助金交付番号

事業完了日 令和6年1月31日

事業の計画

交付決定日

必ず記載頂いた事業完了日までに、補助事業を完了（補助事業に係る支払いを完了）してください。令和6年2月15日より遅い日付は記載できません。

● 交付決定情報（交付決定通知を受けた際に記載して下さい。）

交付決定内容

事業完了日とは、工事が完了する日ではなく、補助事業に係る全ての支払いが完了する日です。

記載した日までに必ず事業が完了できるよう、遅延となる可能性がある要因（主要設備機器の設置個所の状況、主要

設備機器の調達の確実性、工事スケジュール等）を十分精査・確認したうえで、事業完了日を設定してください。

記載日より遅延する場合、記載した事業完了日以前に（様式第7）計画変更等届出書の提出が必要です。

申請時に記載するのはここまで


